（様式１）

令和　　年　　月　　日

参加申請書

（あて先）

公益財団法人岐阜市教育文化振興事業団

理事長　鷲見　弘

「岐阜市少年自然の家給食業務委託事業者募集要項」の内容を理解し、必要書類を添えて次のとおり申請します。

	本社所在地
	

	商号又は名称

代表者氏名印
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者・連絡先
	


（様式２）

事業者の概要

令和　　年　　月　　日
	フリガナ

商号又は名称
	

	所在地
	〒

電話番号　　　　　（　　　　　）

ＦＡＸ　　　　　　（　　　　　）

Ｅ-mail：

	代表者氏名
	

	資本金
	

	従業員数
	正社員　　　　　　名

パート　　　　　　名

	営業実績
	（官公庁）

（上記以外）



	主な営業状況
	店舗名
	

	
	営業開始年月日
	昭和・平成・令和　　　　　年　　　月　　　日

	
	営業年月
	　　　　　　年　　　月

	
	営業時間
	　午前　　　時　　　分　～　午後　　　時　　　分

	
	　一回の食数
	　　　　　　　　　  食

	
	　営業種目
	

	
	　資格・許可・

免許番号等
	

	　業務内容
	

	　特色
	

	　担当者
	所属

氏名

電話番号　　　　　（　　　　　）

ＦＡＸ　　　　　　（　　　　　）

Ｅmail：


※その他、会社、事業概要が分かるパンフレットなどを補足する資料があれば添付してください。

（様式３）

令和　　年　　月　　日

参加に係る誓約書
（あて先）

公益財団法人岐阜市教育文化振興事業団

理事長　鷲見　弘

所在地

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　印

代表者氏名

責任者　　所属

　　　　　氏名

　　　　　電話

　岐阜市少年自然の家給食業務委託事業者の募集に参加するにあたり、下記の事項及び　提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。

記

（１）1回３００食以上提供できる法人その他の団体（以下「団体」という。）であること。

（２）岐阜市競争入札参加資格者名簿（令和８年１１月現在）に登載されており、過去５年以内に、団体として岐阜市立学校等の給食調理業務を受託した実績があり、かつ、安定した経営能力を有すること。
（３）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。

（４）公告前3年間に、食品衛生法（昭和22年法律第233号）第55条に基づく行政処分を受けていないこと。

（５）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条に規定する暴力団・暴力団員でない者で構成されていること。

（６）公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又はその団体に属する者でないこと。
（７）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定する風俗営業、接待飲食業、性風俗特殊営業及びこれらに類する業を営むものでないこと。

（８）会社更生法（平成14年12月13日法律第154号）に基づく更生手続きの申立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立てがされていないこと。

（９）食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）別表１７の項に定める食品衛生責任者になることができる資格を有する者を配置できること。

（10）健康増進法（平成14年法律第103号）第21条第２項の規定により、特定給食施設に置くように努めなければならないとされている栄養士又は管理栄養士を配置できること。　　　

（11）市税等の滞納がないこと。

（12）食中毒事故の場合、事業者の責任において即刻対応ができ、かつ相応の補償能力があること。

（様式４）

企画提案書

　①　　食堂運営の基本的な考え方

　　②　　献立表

　　③　　業務計画

　　④　　食数変更及びキャンセルへの対応

　　⑤　　従業員配置計画

⑥　　従業員の雇用、接遇等の教育方針及び具体的方策

　　⑦　　収支計画

　　⑧　　清掃計画、利用者・従業員の安全管理及び事故発生時の対応
　　⑨　　食中毒の予防及び発生時の対応

　　⑩  　食物アレルギーへの対応
　　⑪  　賠償責任保険の補償内容
　　⑫　　その他提案等

　
①　食堂運営の基本的な考え方

	食材について



	調理について



	環境への配慮について



	廃棄物の回収・処理について




②　献立表（1週間分）

	
	火曜日
	水曜日
	木曜日
	金曜日
	土曜日
	日曜日

	朝食
	
	
	
	
	
	

	昼食
	
	
	
	
	
	

	夕食
	
	
	
	
	
	

	１日の
栄養所要量の合計
	
	
	
	
	
	


③　業務計画

	


④　食数変更及びキャンセルへの対応

	


⑤　従業員配置計画

	区分
	職名
	人員（人）
	職務内容
	勤務時間

	
	
	
	うち資格者数
	
	

	正職員
	
	
	
	
	

	パート
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


※「資格者数」の欄には、資格名と人数を記載すること。

食品衛生責任者になることのできる有資格者、栄養士及び管理栄養士、調理師等
⑥　従業員の雇用、接遇等の教育方針及び具体的方策
	


⑦　収支計画
（単位：円）※消費税等を含む
	項　目
	年間金額
	内訳及び積算根拠

	売上の想定額
	37,500,000
	令和７年度実績を基に算定した
想定額


（単位：円）※消費税等を含む
	年間の収支計画

	項　目
	年間金額
	内訳及び積算根拠

	収 入
(委託料)
	材料費
	22,500,000
	売上の想定額の60％

	
	運営費
	
	応募者が提案する見積額

	収入（委託料）の合計
	
	材料費と運営費の合計

	支 出
(経 費)
	食材費
	食堂食に係る
食材費
	
	朝食・昼食・夕食に
使用する食材費

	
	
	その他の
食材費
	
	弁当・野外炊事・飲み物・パン類・デザート等に使用する食材費

	
	人件費
	
	

	
	光熱水費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	支出（経費）の合計
	
	収入（委託料）の合計額
と一致させる


※支出に係る項目は、必要に応じて追加してください。
※売上の想定額は、令和７年度の食数及び販売実績（別紙１）を基礎とし、令和９年４月１日から適用する新単価（食堂食：朝食500円から650円、昼食700円から750円に改定）を反映して算定した年間37,500千円とする。なお、この金額は想定額であり、実際の売上を保証するものではありません。
※収入（委託料）は、材料費と運営費の合計額とし、材料費は売上の想定額の60％、運営費は応募者が提案する見積額とします。

※支出（経費）については、給食業務の運営に必要な費用を積算し、年間金額を記入すること。また、その内訳及び積算根拠を明らかにしてください。
※食材費は、「食堂食に係る食材費」と「その他の食材費」に分けて記入してください。「その他の食材費」には、弁当・野外炊事・飲み物・パン類・デザート等に使用する食材費を記入してください。
※食堂食（朝食・昼食・夕食）1食当たりに係る食材費は、仕様書１７（８）に定めるとおり、食堂食の単価の60％以上とすること。
※光熱水費は、令和７年度実績の1,963千円を参考に記入してください。実際の光熱水費は、仕様書10（3）に基づき、使用量に応じて受注者が負担するものとします。
⑧　清掃計画、利用者・従業員の安全管理及び事故発生時の対応
	


⑨　食中毒の予防及び発生時の対応
	


⑩　食物アレルギーへの対応
	


⑪　賠償責任保険の補償内容

	


⑫　その他提案等
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